平成26年度　事前評価調書（総事業費10億円以上）
	事業名
	大阪府立成城高等学校校舎棟改築事業

	担当部署
	教育委員会事務局　施設財務課　施設管理グループ（連絡先：内線3455・直通06-6944-6898）

	事業箇所
	大阪市城東区諏訪３丁目11－41

	目的
	　本府では、「府有建築物耐震化実施方針」に基づき、平成27年度までに府有建築物全体の耐震化率90％以上を目標に耐震化に取り組んでおり、府立学校については平成26年度末での耐震化率100％を目標として、校舎の耐震補強工事を行っている。

耐震補強工事は、耐震診断を行い、補強計画に基づいて実施することとしており、現在の校舎への耐震補強が不可能な場合、建替えを行うこととしている。いずれの場合も、工事に長期間要することになることから、平成26年度末までに耐震化を完了させるため、代替施設として、工期が短くかつ耐震性能を有する仮設校舎を使用することとしている。
成城高等学校の校舎は、開校時に２階建ての建物として建設され、後に３階部分を増築したものであり、耐震診断の結果、１階と２階部分の使用を停止した上で、３階部分を撤去しない限り、耐震補強が行えないことが判明した。
現校舎には、実験・実習室、図書室、職員室等、学校運営に必要不可欠な室が多くあり、撤去部分に相当する新たな校舎が必要となるが、敷地が狭く、代替校舎を建設する場所は確保できない。
また、現校舎は昭和35年度の建築物で、老朽化が著しく、給排水管等の内部設備も劣化していることから建替えが必要である。


	内容
	【現校舎】　昭和35年建築　　　　　　　【新校舎】
構造　　鉄筋コンクリート造　３階建　　構造　鉄筋コンクリート造　３階建
面積：4,855㎡　　　　　　　　　  　　 面積　現校舎と同規模以下を想定
室数:管理室（職員室、準備室等17室）

普通教室（展開教室４室）

特別教室（実験室、図書室等27室）

その他（トイレ、倉庫等）

	事業費
	全体事業費：約14億円（全額府費）

（内訳）調査費等約0.8億円

　　　　　　　工事費　約13.2億円（撤去費含む）

	
	【事業費の積算根拠】

平成26年度予算額及び技術査定額
　基本計画費　　　　　 　　8,987千円

※対象面積、敷地条件を基に算出。

　アスベスト除去工事

工事費（H27年度）　　 　18,000千円

基本・実施設計費　　　 　2,246千円


	【工事費の内訳】

　現校舎のアスベスト除去、撤去工事
　　約1.6億円

新校舎建築工事費　 約11.6億円
計　　　　    13.2億円

	
	○今後の基本計画にて算出するため、
現時点では概算で算出
新築基本・実施設計費　　　69,000千円

撤去実施設計費　　　　　　 6,000千円
工事費　
新築費　　　　　　　 1,162,000千円
撤去費　　　　　　　　 145,000千円
※事業費は過去の実績等を基にした　積み上げにより算出
	

	事業費の変動要因
	【他事業者との協議状況】特になし。
【今後の事業費変動要因の予測】
新校舎は、文部科学省の示している高等学校設置基準、高等学校施設整備指針に基づき建築する。仮設校舎とほぼ同規模面積となる予定だが、平成26年度に作成する基本計画において、今後の生徒数や、社会情勢等も考慮しながら検討していくことになる。新校舎の規模が縮小することになれば事業費も減少し、消費税増、労務単価・建設資材等の上昇があれば事業費も増加することが考えられる。

	維持管理費
	・現在の学校の校舎管理維持費　
約35,000千円／年
・学校施設の維持管理費として、光熱水費、施設の点検・検査費、修繕費、物品購入費等があるが、新校舎では設備が新しくなり、省エネ対応の内部設備を導入することによって、こうした経費の縮減が見込まれる。
・なお、維持管理費の縮減金額については、内部設備の仕様等が未定であるため、試算できていない。

・築30年後には大規模な外壁改修、屋上防水改修が必要となる。　約60,000千円

	関連事業
	府立学校老朽化対策事業

	上位計画等に

おける位置付け
	府有建築物耐震化実施方針（平成19年３月策定）

	優先度
	地震発生時における生徒、教職員の安全を確保するためには、校舎の耐震化は必要不可欠であり、優先度は非常に高い。
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	事業を巡る社会

経済情勢等
	平成23年の東日本大震災の発生を受け、文部科学省は平成27年度までのできるだけ早い時期に学校施設の耐震化を完了することを目標としており、耐震性が確保されていない学校施設についても、一刻も早くその全てが耐震化されるよう、地方公共団体に対しての要請がある。

成城高等学校の現校舎は鉄筋コンクリート造で築54年を経過しており、老朽化が激しい。以前は築60年を目途に老朽改築事業を実施しており、平成17年度までは、戦前に建てられた府立学校校舎の建替を行ってきたが、平成18年度以降は耐震化に優先的に取り組んできたため、建替を行っておらず、府立学校の約７割が築30年以上を経過し、築50年以上を経過した学校も19校あるなど老朽化が著しい。今後はこれらの学校の改築、校舎の内部改修等による長寿命化が課題であり、耐震化が完了した後、校舎の老朽化対策に取り組んでいく必要がある。
同校の前身は、工業高校であり、平成17年４月より多部制単位制総合学科として改編され８年が経過するが、平成26年度入試でも志願率が前期（2.6倍）後期（1.5倍）と高くなっている。



	地元の協力体制等
	同校教職員も現在の古い校舎が建替えられて、生徒の学習環境が改善されることを強く望んでいる。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	　府立高等学校の建替えに係る投資効果を分析する手法は確立されていない。

　

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】

　老朽化した校舎を建替えることで、生徒の学習環境が改善され、安全・安心を確保することができる。

【受益者】

　府民、府立高等学校進学予定者、成城高等学校教職員・在学生



	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	【予定年度】
	旧校舎
	新校舎

	
	平成26年度
　

平成27年度
平成28年度
平成29年度

	アスベスト除去基本・実施設計

アスベスト部分除去工事

旧校舎撤去実施設計

旧校舎撤去工事


	基本計画作成

基本設計・実施設計

新校舎建築工事

（28年下半期～29年度）



	完成予定年度
	平成29年度



	代替手法との

比較検討
	現校舎の耐震補強に際し、１階と２階部分の使用を停止した上で、３階部分を撤去しない限り、耐震補強が行えず、通常の耐震補強工事に比べ工事費（撤去費を含む）が嵩む。

また、現校舎は昭和35年度の建築物で築50年を経過しており、老朽化が著しく、建設当時の鉄骨が有する強度は期待できず、給排水管等の内部設備も劣化している。

仮に、耐震補強工事を行ったとしても、数年後には建替えの時期が到来する。

以上のことから、耐震化にあたっては、建替えを行うことにより対応する。



	自然環境等への

影響とその対策
	新校舎の建設予定地は、現校舎と同じ位置であるため、自然環境に与える影響はほとんどない。建設段階において、省エネルギー、省資源、リサイクル、廃棄物の適正処理等について、また、維持管理面において、低環境負荷型の施設が実現できるよう、基本計画の中で検討していく。

	その他特記事項
	府立学校の耐震化率　　　　　府立学校　92.9％

（平成26年４月１日現在） 　高等学校　93.6％
支援学校　88.9％


	対応方針
	○事業実施
＜判断の理由＞

・府立学校は、平成26年度末での耐震化率100％を目標として、校舎の耐震化を行っているが、本校舎については、築後54年を経過し老朽化が著しく、耐震補強工事より建替えを行う方が適している。





